
 1

消防法第８条の２の２、消防法第８条の２の３ 

第８条の２の２ 第８条第１項の防火対象物のうち火災の予防上必要があるものとして政令で定めるものの管

理について権原を有する者は、総務省令で定めるところにより、定期に、防火対象物における火災の予防に

関する専門的知識を有する者で総務省令で定める資格を有するもの（次項及び次条第１項において「防火対

象物点検資格者」という。）に、当該防火対象物における防火管理上必要な業務、消防の用に供する設備、消

防用水又は消火活動上必要な施設の設置及び維持その他火災の予防上必要な事項（次項及び次条第１項

において「点検対象事項」という。）がこの法律又はこの法律に基づく命令に規定する事項に関し総務省令で

定める基準（次項及び次条第１項において「点検基準」という。）に適合しているかどうかを点検させ、その結

果を消防長又は消防署長に報告しなければならない。ただし、第 17 条の３の３の規定による点検及び報告の

対象となる事項については、この限りでない。 

２ 前項の規定による点検（その管理について権原が分かれている防火対象物にあつては、当該防火対象物

全体（次条第１項の規定による認定を受けた部分を除く。）についての前項の規定による点検）の結果、防火

対象物点検資格者により点検対象事項が点検基準に適合していると認められた防火対象物には、総務省令

で定めるところにより、点検を行つた日その他総務省令で定める事項を記載した表示を付することができる。 

３ 何人も、防火対象物に、前項に規定する場合を除くほか同項の表示を付してはならず、又は同項の表示と

紛らわしい表示を付してはならない。 

４ 消防長又は消防署長は、防火対象物で第２項の規定によらないで同項の表示が付されているもの又は同

項の表示と紛らわしい表示が付されているものについて、当該防火対象物の関係者で権原を有する者に対し、

当該表示を除去し、又はこれに消印を付するべきことを命ずることができる。 

５ 第１項の規定は、次条第１項の認定を受けた防火対象物については、適用しない。 

 

第８条の２の３ 消防長又は消防署長は、前条第１項の防火対象物であつて次の要件を満たしているものを、

当該防火対象物の管理について権原を有する者の申請により、同項の規定の適用につき特例を設けるべき

防火対象物として認定することができる。 

1．申請者が当該防火対象物の管理を開始した時から３年が経過していること。 

2．当該防火対象物について、次のいずれにも該当しないこと。 

イ 過去３年以内において第５条第１項、第５条の２第１項、第５条の３第１項、第８条第３項若しくは第４項又

は第 17 条の４第１項若しくは第２項の規定による命令（当該防火対象物の位置、構造、設備又は管理の

状況がこの法律若しくはこの法律に基づく命令又はその他の法令に違反している場合に限る。）がされた

ことがあり、又はされるべき事由が現にあること。 

ロ 過去３年以内において第６項の規定による取消しを受けたことがあり、又は受けるべき事由が現にあるこ

と。 

ハ 過去３年以内において前条第１項の規定にかかわらず同項の規定による点検若しくは報告がされなか

つたことがあり、又は同項の報告について虚偽の報告がされたことがあること。 

ニ 過去３年以内において前条第１項の規定による点検の結果、防火対象物点検資格者により点検対象事

項が点検基準に適合していないと認められたことがあること。 

3．前号に定めるもののほか、当該防火対象物について、この法律又はこの法律に基づく命令の遵守の状況

が優良なものとして総務省令で定める基準に適合するものであると認められること。 

２ 申請者は、総務省令で定めるところにより、申請書に前項の規定による認定を受けようとする防火対象物の

所在地その他総務省令で定める事項を記載した書類を添えて、消防長又は消防署長に申請し、検査を受け

なければならない。 

３ 消防長又は消防署長は、第１項の規定による認定をしたとき、又は認定をしないことを決定したときは、総務

省令で定めるところにより、その旨を申請者に通知しなければならない。 

４ 第１項の規定による認定を受けた防火対象物について、次のいずれかに該当することとなつたときは、当該

認定は、その効力を失う。 

1．当該認定を受けてから３年が経過したとき（当該認定を受けてから３年が経過する前に当該防火対象物

について第２項の規定による申請がされている場合にあつては、前項の規定による通知があつたとき。）。 

2．当該防火対象物の管理について権原を有する者に変更があつたとき。 

５ 第１項の規定による認定を受けた防火対象物について、当該防火対象物の管理について権原を有する者

に変更があつたときは、当該変更前の権原を有する者は、総務省令で定めるところにより、その旨を消防長

又は消防署長に届け出なければならない。 

６ 消防長又は消防署長は、第１項の規定による認定を受けた防火対象物について、次のいずれかに該当す

るときは、当該認定を取り消さなければならない。 

1．偽りその他不正な手段により当該認定を受けたことが判明したとき。 

2．第５条第１項、第５条の２第１項、第５条の３第１項、第８条第３項若しくは第４項又は第 17 条の４第１項若

しくは第２項の規定による命令（当該防火対象物の位置、構造、設備又は管理の状況がこの法律若しくはこ

の法律に基づく命令又はその他の法令に違反している場合に限る。）がされたとき。 

3．第１項第３号に該当しなくなつたとき。 

７ 第１項の規定による認定を受けた防火対象物（当該防火対象物の管理について権原が分かれているもの

にあつては、当該防火対象物全体が同項の規定による認定を受けたものに限る。）には、総務省令で定め

るところにより、同項の規定による認定を受けた日その他総務省令で定める事項を記載した表示を付するこ

とができる。 

８ 前条第３項及び第４項の規定は、前項の表示について準用する。 


